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  はじめに

F C C（ Fe d e r a l  C o m mu n i c a t i o n s 
Commission, 米連邦通信委員会）は1934年
に設立された，世界で最も古い独立規制機関
である。職員数は2,000人近く，規制対象は
地上テレビ・ラジオ，電話，衛星放送，ケーブ
ルテレビなど放送・通信全般にわたり，免許付
与や規則の制定，制裁など幅広い権限を持ち，
多くの国の独立規制機関のモデルになってい
る。しかし，FCCに関する多くの先行研究を
行ってきた日本大学の向後英紀教授によると，
その70年余りにわたる歴史は「泥まみれになり
ながら蓄積を作ってきた歴史」1）でもあった。

FCCは機構上，行政府からは“独立”して
いるが，大統領が委員長を指名できることか
ら，政権の直接的な影響を受け過ぎないよう
腐心してきた。また，3権の中でも「司法の優
位性」が確立されているアメリカでは，FCC
の決定も常にJudicial Review（司法審査）の
対象となることから，裁判を通じてその政策や
規制内容が厳しい検証を受けてきた。一方で，
市場主義経済のもと商業放送が大きな力を持
つアメリカで，FCCはわいせつや暴力などの
内容規制や子供保護などの面で重要な役割を

果たしてきた。
そうした中，FCCが現在新しく直面している

のが，規制機関としてインターネットにどのよう
に関わるかという問題である。折しも今年3月
には，FCCが今後10年間のアメリカのインター
ネット普及政策の柱となる『全米ブロードバンド
計画（National Broadband Plan）』を発表した
が，放送や通信に比べて“自由な”メディアであ
るインターネットに国の機関が大々的に関与する
方針については，議会を含め，関係する多くの
業界から賛否両論が出ている。

この報告では，FCCの組織や成立経緯など
について基本情報を提示するとともに，現地で
行った関係者へのインタビューをもとに，FCC
における“独立”の意味や規制の実態などを検
証し，さらに今日的課題としてFCCのインター
ネットへの関わり方についても触れる。全体構
成は以下のとおりである。

1.	FCCとは～その役割と組織
2.	設立の経緯と歴史
3.	FCCの“独立”～議会・大統領との関係
4.	FCCと司法との関係
5.	インターネット時代の規制機関
6.	おわりに

【シリーズ】  国際比較研究：放送・通信分野の独立規制機関

　　 第 3 回  アメリカFCC（連邦通信委員会）
～インターネット時代の規制とは～
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ジタル移行（DTV Transition）時に「クーポ
ンプログラム」を実施したNTIA（National 
Telecommunicat ions and Information 
Administration, 商務省電気通信情報局）が
ある。NTIAが連邦政府機関が使う周波数帯
の電波監理を行うのに対して，FCCはより広範
な民間利用部分などの電波監理全般を担う2）。

1-2.　FCC の人員
FCCは5人のコミッショナー（Commissioner，

委員）からなる議決部門の「委員会」と，約
1,900人のスタッフ部門とで構成されている。
委員会は，委員長1人と委員4人からなり，
審議事項を「合議制」で議決するのが特徴
である。

委員は，大統領が任命して，それを議会上
院が承認する形だが，実質的には議会が中心
になって人選から審査までを行う。そのうち1
人を大統領が委員長に指名する。委員の任期
は5年で，再選も可能である。同一政党から
選べるのは3人までで，与党側3人，野党側2
人という構成になる。通常，政権政党が代わ
ると，委員長も交代する。特徴として，大統
領はFCC委員の任命はできるが，辞めさせる
ことはできないという点があげられる3）。

  1. FCC とは ～その役割と組織

1-1.　FCC の役割　
FCCは，アメリカの放送・通信の基本法とも

言える「1934年通信法（The Communications 
Act of 1934）」の目的を実施するために設置さ
れた。同法はその第1条で，合理的な料金に
よる迅速な通信サービスの提供，通信の規制，
通信の利用による生命・財産の安全向上などを
目的にあげるとともに，これらの目的を実現す
るためにFCCを設置すると規定している。

FCCの役割は放送に関して，大きく①電波
監理と②規則の制定・実施の2つがあげられる。
電波監理では，放送免許の付与や没収，免許
更新の審査，免許譲渡の認可などを行う。さ
らに放送周波数の分配や割り当てを
行う。また，規則の制定・実施では，
放送や通信に関する規則を新設した
り改正したりする。それに対する異議
申し立てを受理して，裁定を下す権限
も付与されている。さらに，業者間の
紛争を調停したり，罰金などの制裁を
加える権限もあわせ持つ。

FCCと並んで電波監理を行う組
織に，2009年6月の地 上 放 送のデ

FCC 本部（ワシントン DC）

FCC コミッショナー（FCC HPより）
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前頁の写真は，現在の5人のコミッショナーで
ある。中央が民主党政権になって就任したジュ
リアス・ジェナカウスキー（Julius Genachowski）
委員長。オバマ大統領の大学院時代の友人で，
かつてFCCの法律顧問を務めたり，メディア
企業の共同経営者だった経歴を持つ。向かっ
て左側の3人が民主党系委員，右の2人が共
和党系委員である（左から，Mignon Clyburn, 
Michael J. Copps, JG, Robert M. McDowell, 
Meredith Attwell Bakerの各氏）4）。これまで
の委員長経験者の経歴を見ると，弁護士出身
者が多い 5）。また委員については，弁護士，ほ
かの行政機関職員や連邦議会スタッフ，FCC
職員など多岐にわたる。

1-3.　FCC の組織
5人のコミッショナーの発言や動向が注目を

集めることが多いFCCだが，膨大な放送・通
信行政に関する日常の業務を担っているのが，

1,900人におよぶスタッフ部門である。スタッフ
は，弁護士や技術者，経済学者，プロパーの
連邦職員など，いわば放送・通信に関する専門
家集団といえる。

ス タ ッ フ 部 門 は，7局（bureau）10室
（office）体制になっている。組織図の下2 段
の7局は，メディア局（Media Bureau）や国
際 局（International Bureau）， 無 線 通 信 局

（Wireless Telecommunications Bureau）
などの「現業部門」で，免許審査を行ったり，
市場の分析や苦情処理，種々の調査，規制
措置の実施などを担当している。業態の変化
にともなって組織改正も行われ，最も新しく作
られたのは最下段中央の公共安全・国土安全
保障局（Public Safety & Homeland Security 
Bureau）で，2001年の同時多発テロと2005
年のハリケーン・カトリーナの教訓を生かすた
めに2006年に設置された。

10室は，監査（Office of Inspector General）
や 技 術（Office of 
Eng ineer ing  & 
Technology），広報

（Office of Media 
Relat ions）など，

「企画立案・ロジス
ティックス・支援部
門」といえる。

年間の予算はお
よそ3億3,580万ド
ル（ 約 3 0 0 億円，
2010年度）で，事
業者から徴収する
免許料などが主な
財源となっている。
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  2. 設立の経緯と歴史

次に，世界最初の独立規制機関として設置
されたFCCの成立の経緯について，主に“独
立”の観点から見てみたい。

アメリカでラジオ放 送 が 始まったのは
1920年 代 で， 当 時 の 所 管 官 庁 は 商 務 省

（Department of Commerce）だった。しか
し商務長官には，ラジオ局の開局申請につい
て，電波の割り当てを行う権限はあっても，免
許申請を拒否する権限はなかった。このため
都市部を中心に次々にラジオ局が乱立し，電
波が混信する「カオス状態」を招いた。そこで
連邦政府は1927年に，FCCの前身となるFRC

（Federal Radio Commission, 連邦無線委員
会）を作り，免許申請の受付や付与を一元的
に行わせることにした。

その過程で，意見が分かれたのが，FRCを
商務省傘下に置くか，あるいは独立した機関
にするかという点で，議会で激しい議論が行わ
れた。

議会上院は「独立機関」を支持した。その
理由として「放送免許を交付する権限は強大な
ため，1人の行政官，単一の行政省にゆだねる
べきではない。放送を規制する機関は，政治
的影響力や恣意的な支配から可能な限り独立し
ていなければならない」と主張した。

一方，議会下院は従来通り「商務省傘下」を
訴えた。理由は「商務長官は大統領を通じて国
民に責任を負うが，独立行政委員会は政治的
な責任があいまいである。理論的には連邦議
会に責任を負うが，実態的にどの機関にも従属
しないし監督も受けない。こうした制約から自
由な委員会は，最悪な形の官僚組織になるお
それがある」というものだった。

連邦議会では，両院協議会を開いて調整し
たが折り合いがつかず，結局，無線法案の早
期可決を優先させるため，妥協案が採択され
た。妥協案は，5人の委員からなる独立規制委
員会を設置して，周波数の割り当て，放送免許
付与などの権限を与える。一方，放送免許申請
の受理，コールサインの指定，ラジオ局の立ち
入り検査などの業務は，従来通り商務省が担
当する，というものであった。1927年2月，「1927
年無線法（The Radio Act of 1927）」が成立し，
独立規制委員会は，FRCと命名された。FRC
の存続期間は1年間とされ，その後，主な機
能は商務省に移管され，委員会は商務省が下
した決定事項に対する異議申し立てを審査した
り，商務省から委任された業務を処理する機関
になるとされた。しかし，それからもFRCの機
能は商務省に移されることはなく，何度か存続
期間が延長され，「1934年通信法」の成立に合
わせて，FRCはFCCに吸収された 6）。

FRCの成立過程を見ると，独立規制機関とし
ての地位を与えることについて，立法府で賛否
両論があり，FRCはそうした政治的妥協の末に
生まれた組織といえる。その特徴は，FRCを引
き継いだFCC（連邦通信委員会）が，議会の
監督を受ける一方で，委員長は大統領によって
任命されるという点などに見ることができる。

  3. FCC の“独立”
　　　　　　  ～議会・大統領との関係

それでは，独立規制機関のFCCは，具体的
に何から，どのように独立しているのであろうか。

一言で言えば，FCCは行政府のどの省に
も属しておらず，「行政府から独立」している。
FCCは国民の代表である議 会（Legislative 
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Branch）に責任を負っているのであり，大統
領を頂点とする行政府（Executive Branch）に
は責任を負っていない。

議会では，上院の商業・科学・運輸委員会，
および通信小委員会，下院のエネルギー・商業
委員会，および電気通信小委員会がFCCを監
督する任務を負っている。新しいFCC委員が
就任する時には議会上院の承認が必要となる。
また，FCCの予算は連邦議会で承認されなけ
ればならない。さらに，FCCは議会に年次報
告書を提出する義務がある。FCCは放送・通
信行政を行うための「FCC規則」を独自に作
るが，その根拠となる「1934年通信法」，「1996
年電気通信法」も議会で制定されたものであ
る。このように，FCCの活動は議会に従属する
ものであることから，しばしば「FCCは連邦議
会の腕（arm）」と呼ばれることがある7）。

一方，大統領は前述のように，FCC委員を
任命（appoint）し，委員長を指名（designate）
する権限はあるが，意に沿わない委員を辞めさ
せることはできない（委員長職を解くことは可
能）。また，FCCの個別の政策について大統
領が直接関与することはなく，法案の採否に
ついて拒否権を行使する権限が与えられている
のみである。このように，大統領（行政府）が
FCCに直接働きかけることは制限されている
が，現実的には大統領が様々な形でFCCに影
響力を行使することは容易に想像できる。現政
権とFCCの関係を見ると，以下のような事実が
あげられる。　　

委員長のジェナカウスキー氏はオバマ大統領
のハーバード時代の友人で同年代，大統領選
挙ではオバマ陣営のインターネット戦略を主導
した。ともにネット事情に詳しく，ブロードバン
ドを社会インフラとして重視する考え方は共通

している。また，民主党系のM.コップス委員
は2009年のデジタル移行の際，就任直後のオ
バマ大統領の新政権と歩調を合わせて，移行
作業を強力に推進した。さらに，新任のM.ク
ライバーン委員は父親が民主党の有力下院議員
である。このような点から見ても，大統領（行
政府）の意向は，様々な形でFCCに影響する
と考えられる。それに対してFCCは，政権の
政策や方針を考慮しながらも，議会の監督を受
けて，放送・通信の専門家集団として電波管理
や規則の制定などを行い，自立性を保とうとし
ている。

では，FCCの組織の特徴などについて，当
事者であるFCC委員はどう考えているのであ
ろうか。現職の共和党系委員のR.マクダウェ
ル（Robert M. McDowell）氏に話を聞いた 8）。
マクダウェル氏は2006年からコミッショナーを
務めており，規制緩和で利用者が多様なメディ
アを利用できるための施策作りなどに力を入れ
てきた。FCC委員に任命される前は十数年に
わたり，通信業界団体でロビイ活動などに従事
した。

FCCが独立規制機関として設置された理由
についてマクダウェル氏は，1934年通信法の
制定当時，電話に加えてラジオ放送が急速に

FCC 委員　ロバート・マクダウェル氏



35AUGUST 2010

普及し，放送局の乱立で利害の衝突がひんぱ
んに起きていたことから「電波という公共性の
高いものを守るために，時の政治状況に左右
されない独立した規制機関が必要になった」
としている。

また，独立規制機関のメリットについては，
完璧ではないにせよ，政治的圧力からの“遮
断（insulation）”をあげている。それにより
FCCの千数百人の専門家集団が客観的な分析
や活発な議論を行うことが可能になり，その
結果をコミッショナーに提示することができる。
マクダウェル氏は，“政治のきまぐれ（political 
whim）”の影響を受けずに，客観的な政策立
案ができることの重要性を強調した。

その一方で，課題としては政策決定までに時
間がかかる点があるとしている。例として，あ
る規則を作る場合，まず，その旨を文書で告示
し，パブリックコメントを募集する。その内容
を反映した草案を作り，委員の審議を受ける。
何度かの修正を経て，規則が公表される。場
合によっては，その間に議会のヒアリングや関
係団体からの再審査の要求や裁判所への提訴
が行われることもある。こうした煩雑な手続き
のために，意思決定が遅れることがFCCでは
しばしば見られるという。

さらに，5人のコミッショナーによる「合議制」
について，興味深い指摘があった。民主・共
和両党の党派色が出て，意見が割れることが
多いのではないかという質問に対して，3年間
の5人の投票を調べたところ，約700回の議決
のうち，90％が5－0の全会一致だったという
のである。5％が審議案件に対する意見の相違，
残りの5％がいわゆる党派色の強い投票だった。
一般的に，民主党は規制を重視し，共和党
は規制緩和を志向すると考えられている中で，

90％が全会一致という結果は筆者には意外で
あった。

FCCと政治の関係について，ジョージ・ワシ
ントン大学でメディア論を教えるクリストファー・
スターリング（Christopher Sterling）教授は，
政治任命プロセスを経て就任するコミッショ
ナーと政治から遮断されたスタッフ部門を併せ
持つFCC組織の特徴について，権限の大きい
コミッショナーを外部から迎えることで組織に
新しい視点を持ち込むことが可能になる反面，
放送や通信に詳しくない新しい委員の場合は，
専門家集団に取り込まれやすい危険性を指摘し
ている9）。

独立規制機関の代表例として各国のモデルと
されるFCCだが，特定の省などに属さず独立
しているとはいえ，政権を支える一行政機関で
あることには変わりない。設立から70年余りの
長い歴史を経て，大統領との関係，また民主・
共和の党派間について，大きな対立点を作らず，
かつFCCの独自色を出すという，一種の“成熟”
した関係を持つに至ったように見える。

  4. FCC と司法との関係

4-1.　“司法の優位性”
では，FCCと司法（Judicial Branch）との

関係はどうなのであろうか。
FCCの役割として，事業者間の争いを調停

したり罰金などの制裁を科す，いわば裁判所
的な権限があることはすでに述べた。規則の
制定，その実施，あるいは調停や制裁を行う
FCCは，“半立法，半行政，半司法”的な立場
と権限を持つことから，「政府の第4の部門（the 
Fourth Branch of Government）」と呼ばれる
ことがある。しかし同時に，FCC自身が裁判
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の当事者になることもある。FCCが作った規則
や裁定をめぐって訴えが起こされ，司法判断が
求められる場合である。

かつて民主党クリントン政権時代にFCC委
員長を務めたリード・ハント（Reed Hundt）氏
は，FCCなどの独立機関をはじめとして，議会，
政府などの全ての活動は，司法審査（Judicial 
Review）の対象になるということを強調して
いる。これは3権の中での「司法の優位性

（Judicial Supremacy）」原則に基づくもので，
FCCが作る規則はもちろん，議会の制定する
法律，大統領や行政府の活動など全てが，“合
衆国憲法に違反していないか”という観点から
裁判所の検証を受け，それが司法府の最も重
要な役目であると指摘するのである10）。

このため，放送事業者や企業，個人が，
FCCの規則や裁定に異議申し立てがある場合
は，全米に12ある連邦控訴裁判所への提訴
が可能で，連邦最高裁まで争うことができる。
FCCというと，強い権限を持ち，“不可侵”の
イメージがあるが，アメリカでは独立機関から
議会，そして大統領に至るまで全てが司法によ
る検証の対象になることから，FCCの決定や
規則に不服の場合，裁判所に訴えるという手
段が確保されている。そして，それがひんぱん

に行われていることが，アメリカ社会の特徴と
も言えるのである。

4-2.　放送における“規制”の特徴
FCCに関する業務のうち，特に「放送と司

法」の関係について考えてみたい。FCCが
関わる規制は，大きく，▼免許付与や放送
局所有などに関する「構造規制（Structural 
Regulation）」と，▼放送内容や表現に関する

「内容規制（Content Regulation）」とに分け
られるが，ここでは主に内容規制について見て
みる。
「合衆国憲法修正第一条」は言論・報道の

自由を認めている一方で，「1934年通信法」は
放送事業者へ放送内容などに一定の制限を課
している。FCCをめぐる多くの裁判の焦点は，
この2者の折り合いをどうつけるかという点で
あったと言える。

憲 法 修 正 第 一 条 の 柱となる 考 え 方 は
「marketplace of ideas（自由な意見交換の場）」
という言葉に象徴されるように，多くの異なっ
た見解を自由に表出できることに民主主義の基
本があるというものである。そこでは規制機関
による制限は最小限であることが望ましい。し
かし，1934年通信法では，新聞などの印刷メ
ディアと違う放送メディア特有の性質から，い
くつかの制限を設けている。放送の特徴のひ
とつは，チャンネル・電波の希少性（scarcity）
で，もうひとつは地上放送の家庭などへの浸透
性（intrusiveness）である。放送は限られた周
波数帯を使って行われるため規制機関による承
認・免許が必要であり，また，電波はあらゆる
場所（家庭）に届いて子供でも簡単にアクセス
できることから，内容に一定の制限が必要であ
るという考え方である。こうしたことから，アメ

元 FCC 委員長　リード・ハント氏
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リカの放送では，中傷，プライバシーの暴露，
捏造，わいせつなどについて規制が設けられて
いる。

4-3.　「わいせつ」と「下品」
ここでは，FCCが関わる内容規制の中でも，

論議を呼ぶことが多い「わいせつ（obscenity）」
と「下品（indecency）」について見てみる。

英和辞典を引くと，ともに「わいせつ」「ひわ
い」「みだら」など，似た意味のある2つの言葉
だが，アメリカの判例では両者は区別されてい
る。すなわち「わいせつ（obscene）」な内容は
憲法修正第一条が保障する表現の自由の対象
とはならず，保護されないが，「下品（indecent）」
な内容は条件付きで，保護の対象になるという
ものである。
「わいせつ」については，1973年に出され

たミラー対カリフォルニア州事件（Miller v. 
California）の判決で判断基準が示された 11）。
それによると「わいせつ」な内容とは，
① �そ の 時 の そ の 地 域 の 判 断 基 準（con-

temporary community standards）をあて
はめて，平均的な人にとって，全体的に好
色的な興味に訴えていると判断されること

② �あきらかに不快な方法で，性的な行為を描
写，または叙述していること

③ �全体に，真面目な文学的・美術的・政治的，
または科学的価値を欠いていること

の 3 点である。
一方，「下品」については，代表的な判例と

して1978年に判決が出されたパシフィカ財団事
件（FCC v. Pacifica Foundation）がある。こ
れは，1973年にニューヨークのパシフィカ財団
が所有するラジオ局がジョージ・カーリンという
コメディアンの「汚い言葉（Filthy Words）」と

いう12分の講演の録音を放送した。この放送
を子供と一緒に聞いていた父親がFCCに苦情
を申し入れ，FCCはラジオ局に対して，制裁は
課さないものの，今後もこうした放送が行われ
れば制裁も検討するという警告を出したため，
ラジオ局側が表現の自由を保障した合衆国憲
法に違反するとして訴えを起こしたというもので
ある12）13）。

この警告の中でFCCは，「下品」について，
① �聴取者の中に子供がいる可能性が高いと考

えられる時間帯において
② �放送メディアに対するその時点でのその地

域の基準から判断して，あきらかに不快感
を与える言葉（terms patently offensive）で

③ �性的または排泄的な行為および器官を描写
している言葉

と定義した。
パシフィカ裁判の意味について，当時のFCC

委員長だったディック・ワイリー（Dick Wiley）
氏は，FCCが問題視したのは「わいせつ」の
基準そのものではなく，子供に不適切な素材を
放送する時間帯について規制しようというもの
だという。合衆国憲法修正第一条の「表現の自
由」に抵触しないよう細心の注意を払いながら，
青少年保護を制度的に実現しようという意図で
ある14）。

元 FCC 委員長　ディック・ワイリー氏
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FCCでは「下品」な表現について，完全に
放送を禁止するのではなく，放送する時間を限
定することが望ましいとして，午前6時から午後
10時までの時間帯（safe harbor）には放送し
ない「チャネリング」の考え方を導入するとした。
こうしたFCCの主張は，1978年，連邦最高裁
判所の9人の判事の評決で5－4の僅差ながら
受け入れられ，ラジオ局側の訴えは退けられた。

4-4.　揺れる基準　　
「下品（indecency）」については，これまで

のところパシフィカ判決が基準となっているが，
それも時代状況とともに揺れ動いているのが現
実である。理由のひとつに，放送の「希少性」
がケーブルテレビの普及など様々なメディアの
登場で，実態と合わなくなってきているという点
がある15）。また，ネット上で，過激なものも含
めてあらゆるコンテンツが手に入る時代に，家
庭への「浸透性」を理由に，影響力が低下し
つつある地上放送だけで規制が続けられるの
は不公平だという考えがネットワークなどから出
ている。

その一方で，規制を緩めようとする動きに対
して，強く反発する動きもある。特に，2001
年9月に同時多発テロが発生して以来，アメリ
カ社会は急速に保守化・内向きになり，2004
年のスーパーボールのハーフタイムショーの生
放送中に歌手のジャネット・ジャクソンの胸が
露出した事件などをきっかけに，議会では下
品な番組に対する規制の強化を求める声が高
まった。翌年には「わいせつ・下品・俗悪な言
葉」の放送に対する罰金をこれまでの10倍の
32万5,000ドルとする「2005年放送品位維持法

（Broadcasting Decency Enforcement Act of 
2005 ）」がブッシュ大統領の署名で発効した。

  5. インターネット時代の規制機関

このように，FCCの規制の動きは，社会状
況やメディア環境と密接に結びつきながら，決
定されていく。ブッシュ大統領は政権後半には
支持率を大きく落としたが，当時FCC委員長
を務めていたケビン・マーチン氏は，ケーブル
業界との対決姿勢や保守的な規制政策が目立
ち，放送のデジタル化やインターネットをはじめ
とする新しいメディアへの対応については消極
的だった。

そうした中で，2009年1月に民主党のオバマ
大統領が就任し，6月にはジェナカウスキー氏
が新しいFCC委員長となった。前述のマクダ
ウェル氏はインタビューの中で，「かつてFCCは

“退屈な役所（dry and sleepy agency）”と呼
ばれていたが，今ではFCCで働くことは“光栄
でやりがいがある（honored and exciting）”こ
とだ」と発言した。アメリカでは，インターネッ
トが登場して以来，ここ十数年でメディア環境
が激変している。業界間の垣根は低くなり，新
しいビジネスモデルの模索が続いている。新
時代の放送・通信の公共政策ビジョン作りに，
FCCの果たす役割は大きい。それを踏まえて，
ジェナカウスキー体制のFCCは今，インターネッ
ト運営のルール作りに積極的に関与しようとし
て，大きな議論を巻き起こしている。

今 年3月16日，FCCは，今後10年間のア
メリカにおけるインターネット政策の指針とな
る『全米ブロードバンド計画（The National 
Broadband Plan』を議会に提出した。これは，
オバマ政権誕生後，議会の要請を受けて，ジェ
ナカウスキー新委員長を中心に1年をかけてま
とめたもので，アメリカ国民3億人のうち1億人
が依然としてブロードバンドへアクセスできて
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いないとして，今後10年間で全米に広がる高
速ブロードバンド網を構築し，誰でも利用でき
る環境を整備することを目的としている。オバ
マ大統領は，ブロードバンド網の整備をかつ
ての大陸横断鉄道や高速道路網の建設に匹敵
すると位置づけ，雇用や教育，社会保障に役
立ち，ひいては経済成長と国の発展につなが
ると，その重要性を強調した。そして，推進役
としてFCCがそのイニシアチブをとるというも
のである。FCCは，ブロードバンド計画に使
用する500MHzの帯域を確保する必要があり，
地上放送局に対してデジタル移行後，使われ
ていない帯域を返還してオークションにかける
よう呼びかけている。必要とする帯域が集まら
ない場合には，強制的に返還させる可能性も
示唆したことから，地上放送事業者の反発を
招いている。

ところが，翌4月，FCCの活動にブレーキ
をかけるような裁判所の判決が出された。イ
ンターネットサービス会社大手のコムキャスト

（Comcast）が自社のネット上で流すコンテンツ
を制限していたことに対して，FCCが制限をや
めるよう勧告していた問題で，連邦控訴裁判所
がFCCにはその権限はないとする判断を示し
たのである。2008年に起こした裁判でコムキャ
ストは，映像などの大容量コンテンツが増えて
帯域が混雑するとスムーズな伝送に支障をきた
すためにネット上のサービスには一定の制限が
必要だと主張したのに対して，FCC側は，コム
キャストの行為は全てのコンテンツを同等に扱う

「ネットの中立性（Net Neutrality）」原則に反す
るとしていたが，裁判所は，FCCの行為は権
限を逸脱していると判断した。

判決をこのまま受け入れることは，全米ブ
ロードバンド計画を実施していく上で大きな支

障となることから，FCCでは検討の結果，イン
ターネットへの関与の仕方について，「第三の道

（The Third Way）」をとる方針を固めた。これ
まで，FCCは，新しいメディアであるインター
ネットについては，1996年電気通信法で「情報
サービス（Information Service）」のひとつと
位置づけ，比較的“緩やかな”ルールで対応し
てきた（第一の道）。インターネットを「電気通
信サービス（Telecommunication Service）」に
位置づけると，FCCの強い権限が及ぶことに
なり，電話などと同様の細かい規制対象になる

（第二の道）。FCCでは，情報サービスのまま
では全米ブロードバンド計画を実行する上で強
いイニシアチブを発揮できないと考えたが，そ
の一方で，電気通信サービスに位置づけると，
細かい規制を嫌うネットサービス会社から強い
反発が予想されることから，ブロードバンドに
ついては“FCCの権限が及ぶ電気通信サービ
スの範疇に置きながら，規制は最小限にする”
という「第三の道」をとることにした。

このFCCの判断に対して，コムキャストや
AT&T，ベライゾンなどのインターネットサービ
ス会社は反発し，ワシントンで大量の有力ロビ
イストを揃え，FCCへの反論活動を行っている。
これに対して，コンテンツを提供する側のグー
グルやアマゾン，eBayなどの企業は，提供し
たコンテンツをネットサービス会社が恣意的に
選別することに反対する立場から，FCCを支持
している。

一方，連邦議会は別の対応を見せている。
FCCの性急な行動に待ったをかけ，全米ブ
ロードバンド計画については，公聴会などを開
いて，審議を尽くしたのちに法制化するべきだ
として，主導権を議会に取り戻そうとしている。
さらに，1996年電気通信法から14年が経ち，
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インターネットの普及をはじめとしてメディアの
状況が劇的に変化していることから，この際，
1996年法の大々的な改定作業に着手すべきで
はないかという意見も出ている。アメリカでは
今，インターネットの運用をめぐって，議会や
業界を巻き込んで大きな議論が巻き起こってい
るのである。

ひとつ注意しておきたいのは，FCCはインター
ネットの「中身」については，規制の立場はとっ
ていないという点である。全米ブロードバンド
計画の中でも触れられているが，ブロードバン
ド網の整備は社会インフラとして，医療や教育，
就労など様 な々面で有効であることから，「アク
セス手段」としてあらゆる人に普及させること
がFCCの主眼であるとしている。その意味で，
この場合のFCCの目的は“内容規制”というよ
りも，“ユニバーサルサービスの確保”といった
ほうが適切かもしれない。

  6. おわりに

今回インタビューしたジョージ・ワシントン
大学のC.スターリング教授は，かつて自身も
FCCに勤務した経験を踏まえて，FCCの裁判
での争いについて興味深い点を指摘した。そ
れは，FCCが裁判で勝訴する率はおよそ50％
で，ほかの行政機関の勝率が75％以上なの
に比べて低いということである。つまり多くの
政府機関は4回に3回は裁判で勝っているの
に対して，FCCは半分程度しか主張が認め
られないということになる。しかし，スターリ
ング教授は，これを必ずしも悪いこととはとっ
ていないようである。FCCにとっては由 し々き
ことかもしれないが，規制機関の判断に企業
や市民が挑み，主張を闘わせる中で，時には

勝ち，時には負けるというプロセスに，アメリ
カの民主主義のあり方が見えるというのである。
そして，その過程で法律やルール，そして組織
が“鍛えられ”ていくという。

FCCに関する調査を行ううちに，私の中で，
FCCというのは当初考えていたほど「盤石で強
大な組織」ではないのではないか，という考
えに至りつつある。冒頭で紹介した，日大・向
後教授の「FCCは泥まみれになりながら蓄積
を作ってきた」という言葉が示しているとおり，
組織としては課題を抱えながらも，議論を闘わ
せて規制やルールを作り上げていく過程に，ア
メリカの民主主義の強さを認めることができる
のである。それが，“お上”が決めたルールな
ら守らなくてはならない，という考えに傾きが
ちな私たちが参考にできる点かもしれない。

この報告を執筆中の6月17日，FCCの5人
のコミッショナーが「第三の道」について採決
を行い，3－2で採用が決まった。ジェナカウス
キー委員長以下，民主党系の3人が賛成，共
和党系の2人が反対だった。ブロードバンドの
取り扱いについては，FCC内部でも意見が割
れている。今後，パブリックコメントの募集が
行われ，議会でも審議されることになる。社会
に大きな影響力を持つインターネットの取り扱い
にFCCや米国議会がどう取り組むのか，その
議論の過程と結果は日本にとっても無関係では
なく，大いに関心をもって注視していく必要が
あると考えている。

（しばた あつし）
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1） 2009 年 11 月 23 日にインタビュー
2）NTIA は，商務省の一部局として，大統領に通

信などの政策立案や助言を行う「産業振興」の
役割が大きい

3）この点については，連邦最高裁の判事任命プロ
セスと類似しており，大統領の直接的な影響力
行使を回避する措置と言える

4）FCC 委員の略歴については以下のとおり
・�Copps 氏は大学で歴史の教鞭をとった後，

上院議員スタッフを経て，商務省で貿易担
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・�McDowell 氏については本文を参照
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るまでは NTIA（商務省電気通信情報局）の
局長代理として地上デジタル放送への移行

（DTV Transition）を統括した
・�Clyburn 氏はサウスカロライナ州の公益事業

委員会から 2009 年 8 月に FCC 委員に就任　
父親は下院民主党院内幹事のジェイムズ・ク
ライバーン議員

5）向後英紀「米 FCC の地上放送番組規制政策」
『NHK 放送文化調査研究年報 44』1999 年

6）FRC，FCC 成立の経緯については，上記の向
後論文と，放送制度国際比較プロジェクト「主
要国における放送に対する独立行政機関の概
要」『放送研究と調査』1998 年 2 月号　に詳
しい

7）向後氏は「連邦政府が行う通信事業を所管する
NTIA（商務省電気通信情報局）は“行政府の腕”
と言うことができる」と指摘している

8）2010 年 2 月 17 日　ワシントンの FCC 本部で
インタビュー

9）2010 年 2 月 18 日　G. ワシントン大学でインタ
ビュー

10）2010 年 2 月 17 日　ワシントンのオフィスでイ
ンタビュー
ハント氏は 1993 年から 97 年まで FCC 委員長
を務めた。大幅な規制緩和策を盛り込んだ「1996
年電気通信法」が制定された時の委員長である

11）海部一男「未成年者保護のための成人向け番組
規制と表現の自由」『放送研究と調査』2000 年
10 月号

12）海部一男「“下品な”放送番組とは何か」『放送
研究と調査』2006 年 8 月号

13）カーリンは 7 つの“汚い言葉（shit, piss, fuck, 
cunt, cocksucker, motherfucker, tits）”を 12 分
間の放送中，100 回以上口にした

14）2010 年 2 月 16 日　ワシントンのオフィスでイ
ンタビュー　
ワイリー氏は共和党員として 1974 年から 77 年
まで委員長を務め，その後も放送業界に強い影
響力を持つ弁護士としてワシントンで活動して
いる

15）かつて「公正原則（fairness doctrine）」と呼
ばれる規則が存在した。FCC が 1949 年，放送
に社説放送を認めた際に，対立する見解にも
それを表明する機会を割り当てることを放送
局に義務付けたものだが，その後，技術的進
歩と通信市場が発展したことで見解を表明す
る場が増えたとして，FCC は 1985 年に公正原
則を廃止した

（追記）
P37 ～ 38で述べた揺れる下品（indecency）

の基準について，FOXなどからFCCの規制の
適用は恣意的であるとして裁判が起こされてい
た問題で，2010年7月13日，ニューヨークの連
邦控訴裁判所は，「FCCの規制は，下品に関
する定義があいまいで，自由な表現を抑制する
方向に働いており（chilling effect），言論表現
の自由を保障した合衆国憲法修正第一条に反
する」として，FCC敗訴の判決を下した。


